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Ⅰ．はじめに

耐震補強が必要な既設 RC 橋脚の中には，様々な制約によ

り従来の耐震補強工法が適用できないものが残されている。

例えば，RC 巻立て工法は，既設 RC 橋脚よりも断面寸法が

増えることで，河積阻害率や既設基礎への影響が制約となる

場合がある。また，鋼板巻立て工法は，重機作業が必要にな

るため，狭隘な施工条件下での適用が困難な場合があった。

これに対し筆者らは，断面寸法や自重を増加させず，狭隘

な施工条件下でも施工可能な耐震補強工法の実現を目指し，

場所打ち可能な超高強度繊維補強モルタルを用いた耐震補

強工法（以下，本工法と称する）を開発した。本報では，考

案した耐震補強工法の概要，補強効果の検証を目的とした橋

脚模型供試体による正負交番載荷実験，および本工法の変形

性能の評価方法を検討した内容について述べる。

Ⅱ．耐震補強工法の概要

Fig.1 に本工法の概要を示す。本工法は，超高強度繊維補強
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コンクリート製プレキャスト型枠を用いた高耐震性 RC 橋脚

1)で得られた知見を，既設 RC 橋脚の変形性能の向上を目的

とした耐震補強工法に応用したものである。既設 RC 橋脚の

塑性ヒンジ部分のかぶりコンクリートを除去し，場所打ち可

能な超高強度繊維補強モルタルとひび割れ誘発目地で置換

することで，かぶりコンクリートの圧壊や座屈した鉄筋のは

らみ出しが抑制され，かつ，ひび割れ位置を制御して確実に

塑性ヒンジを形成させることで，断面寸法を変えることなく

既設 RC 橋脚の変形性能を向上させることが期待できる。ま

た，超高強度繊維補強モルタルの配合を調整することで，左

官工法や吹付け工法といった一般的な施工方法による場所

打ち施工が可能となり，施工条件に応じて適切な施工方法を

選択することができる。補強のメカニズムや施工方法および

補強材料の詳細については，既往の研究 2),3)を参照されたい。 
 
Ⅲ．橋脚模型供試体による正負交番載荷実験 
１．実験概要 
（１）供試体 

 本工法による変形性能の向上効果を検証するため，実橋脚

を 1/4 に縮小し，補強の有無と軸方向鉄筋比をパラメータと

した 3 体の橋脚模型供試体の正負交番載荷実験を行った。供

試体概要図を Fig.2 に，材料試験結果の一覧を Table 1 に示

す。供試体形状は全供試体で同じであり，600×1200mm の長

方形断面とせん断スパン長 2400mm を有する。供試体 No.1
は，平成 2 年度の道路橋示方書 4)（以下，道示と称する）で

設計された RC 橋脚を想定した無補強供試体であり，供試体

No.2はNo.1を本工法によって補強した供試体である。No.1，
No.2の軸方向鉄筋には SD295 D13を使用し，かぶりは 50mm，

軸方向鉄筋比は 0.7%とした。帯鉄筋は SD295 D6 を 120mm
間隔で配置し，中間帯鉄筋は配置せず，帯鉄筋比は 0.04%，

帯鉄筋体積比は 0.01%とした。供試体 No.3 は No.2 の軸方向

鉄筋比のみを変更した供試体であり，曲げ破壊が先行する最

大の軸方向鉄筋量として軸方向鉄筋比を 1.2%とした。No.2
と No.3 を比較することで，かぶりが負担する圧縮応力や軸

方向鉄筋の座屈に伴うはらみ出し力が大きい場合の補強効

果や破壊性状の違いを検証する。 

No.2 と No.3 では，柱基部から 1.0D 区間（D:断面高さ

600mm）を補強区間とし，Fig.2(d)に示すように表面から

50mm までのかぶり部にひび割れ誘発目地を断面の全周に配

置した上で，超高強度繊維補強モルタルを左官工法によって

施工した。本実験では，超高強度繊維補強モルタルに無機系

増粘剤を混入して粘性を付与することで，左官工法による施

工を可能にした材料を補強材料として用いた 2)。ひび割れ誘

発目地にはアングル材（30×30×2mm）を使用し，Fig.1(b)に示

すような目地構造とした。目地の配置間隔は，コンクリート

標準示方書 5)から算定される曲げひび割れ間隔よりも小さく

なるように 180mm とし，補強区間に目地を 3 段設けた。柱

基部のフーチングについても，支圧破壊が生じることがない

ように，柱部と同じ超高強度繊維補強モルタルを用いて補強

を行った。Photo 1 には No.3 の補強部の施工状況を示す。 

（２）載荷方法 
 Photo 2 に載荷装置を示す。鉛直ジャッキは，球座とスライ

ド装置を介して梁フレームに固定し，543kN（軸応力度

0.75N/mm2）の一定軸力を作用させた。水平ジャッキは，供

試体幅方向に 2 台設置し，最外縁の軸方向鉄筋が実降伏する

水平荷重の計算値 Py まで載荷した際に計測された載荷点変

位yを基準とした同一振幅の繰返し回数 3 回の振幅漸増型載

荷波形を変位制御で作用させた。No.1 の Py は 219kN，y は

5.7mm，No.2の Pyは 226kN，y は 6.3mm，No.3のPyは 342kN，

y は 10.6mm である。 

(b) A-A 断面図（No.1,No.2）

(c) A-A 断面図（No.3）

Fig.2 橋脚模型供試体形状図 
(Shape of Specimen) 

(a) 側面図（全供試体 同形状）

Table 1 材料試験結果(単位:N/mm2) 
(Strength of Materials (Unit:N/mm2)) 

Photo 1 No.3 の製作状況 
(Production Situation of No.3) 

(d) B-B 断面図（No.2）

圧縮強度 曲げ強度

No.1 30.2
No.2 31.3 131 18.3

No.3 28.2 160 24.3
342

SD295 D16
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― 345
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（３）計測項目 
 水平荷重および鉛直荷重をロードセルにより，載荷点変位

を変位計により計測した。供試体内部の軸方向鉄筋，帯鉄筋

にはひずみゲージを設置し，コンクリートおよび超高強度繊

維補強モルタルの水平ひずみはコンクリートゲージ，目地部

における目開き量は型変位計によって計測した(Fig.3)。 
２．実験結果と考察 
（１）水平荷重－載荷点変位関係と損傷状況 
Fig.4 に各供試体の水平荷重と載荷点変位の関係を，Photo 

3 には各供試体の損傷状況を示す。 
No.1 では，変位 39.9mm で最大荷重 278kN を示し，変位

45.6mm（8y）の 3 回目載荷時に，軸方向鉄筋の座屈に伴っ

て基部から 200～300mm の範囲のかぶりが剥落して水平荷

重が低下した。実験終了後に供試体を観察したところ，柱基

部のコアコンクリートが圧壊している様子が確認された。 
No.2 では，変位 50.4mm（8y）に到達した時点で最大荷重

287kN を示した。補強区間の損傷状況を見ると，目地部以外

の箇所に曲げひび割れは確認されず，9y までは顕著な損傷

は確認されなかった。10y（変位 63.0mm）の 3 回目載荷時

に，柱基部から 1～2 段目の目地間の圧縮側補強部がはらみ

出すことで水平荷重が低下した。実験終了後に供試体を観察

したところ，コアコンクリートにおいても目地部以外には曲

げひび割れは発生しておらず，圧壊の兆候も確認されなかっ

た。また，フーチングの補強部分も健全性を保っていた。 
No.3 では，変位 53.0mm（5y）に到達した時点で最大荷重

424kN を示した。ひび割れ性状や損傷過程は No.2 と同様で

あり，補強区間では目地部以外に曲げひび割れは確認されな

かった。6y（変位 63.6mm）の 3 回目載荷時に，柱基部から

1～2 段目および 2～3 段目の目地間の圧縮側補強部がはらみ

Photo 2 載荷装置図 
(Loading Device Diagram) 

(b) かぶりの水平ひずみ，目開き量(a) 鉄筋ひずみ 
Fig.3 計測位置図 

(Measurement Position Diagram) 
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Fig.4 水平荷重－載荷点変位関係 
(Load-Displacement Curves) 

(a) No.1 (b) No.2 (c) No.3 

Photo 3 各供試体の損傷状況 
(Damages of Each Specimens) 

(a) No.1（左：8y-3 回目 右：実験終了 かぶり除去後）

(b) No.2（左：10y-3 回目 右：実験終了 かぶり除去

(c) No.3（左：6y-3 回目 右：実験終了 かぶり除去後）
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出すことで，水平荷重が低下した。実験終了後に供試体を観

察したところ，No.2 と同様に，コアコンクリートやフーチン

グ補強部は健全性を保っていた。 
（２）変形性能の評価 

 Fig.5 に，各供試体の骨格曲線と平成 29 年度の道示 6)によ

り算出した骨格曲線を示す。Table 2 には，各限界状態に相当

する変位の実験結果と道示式による計算結果の一覧を示す。

ここで，限界状態 2 に相当する変位は，繰返し載荷のうち，

1 回目と 3 回目載荷時の水平耐力の比率が 0.85 を下回らず，

かつ 2 回目と 3 回目載荷時の 1 サイクル当たりの履歴エネル

ギー吸収量の比率が 0.90 を下回らないことを目安とし，限界

状態 3 に相当する変位は，水平耐力が低下した時点とした 7)。 

No.1 の限界状態 2 および 3 に相当する変位の実験結果は，

それぞれ 39.9mm（7y）と 45.6mm（8y）であるのに対し，

計算結果はそれぞれ 29.5mm と 38.6mm であった。1～2y程
度の差異はあるものの，道示式によって変形性能を概ね評価

できていると言える。No.2 の限界状態 2 および 3 に相当する

変位の実験結果は，それぞれ 56.7mm（9y）と 63.0mm（10y）
であった。No.1 の実験結果と比較すると，各限界状態で 1.4
倍程度変位が大きくなっており，No.1 に対する補強によって

変形性能が約 40%向上することが確認された。No.3 の限界

状態 2 および 3 に相当する変位の実験結果は，それぞれ

53.0mm（5y）と 63.6mm（6y）であった。No.3 と同一諸元

の無補強の供試体の実験は実施していないため，その計算結

果と比較すると，実験結果は計算結果の 1.7 倍程度であった。

No.2 の実験結果は No.1 の計算結果の 1.6～1.9 倍程度であっ

たことから，No.3 においても，No.2 と同程度に補強によっ

て変形性能が向上したと考えられる。 

以上より，軸方向鉄筋比 0.7%～1.2%の範囲においては，軸

方向鉄筋比に拘らず，本工法によって同程度の変形性能の向

上効果が期待できることが確認された。 

（３）ひび割れ誘発目地の挙動 
Fig.6 に，No.2 と No.3 の各水平変位時における目地の目開

き量分布を示す。両供試体ともに，No.1 でかぶりが剥落した

基部から 300mm 程度の範囲に設置した 1 段目と 2 段目の目

地で，目開きが生じていることが分かる。このことから，ひ

び割れ誘発目地が想定した機能を果たすことにより，曲げ変

形が基部や補強部と既設部の境界などに集中することなく，

No.1 と同様の塑性領域が形成されることが確認された。 
（４）塑性ヒンジ長の評価 
既往の研究 8)では，RC 柱部材の塑性ヒンジ長は，座屈に伴

う軸方向鉄筋のはらみ出し長を目視で計測し，帯鉄筋の整数

倍で整理した値で評価されている。本検討においても同様の

手法で各供試体の塑性ヒンジ長を評価した。 

 No.1 と No.2 の塑性ヒンジ長はともに 240mm であった。

一般に，軸方向鉄筋の周囲に巻立てコンクリートや鋼板等の

拘束体を設けると，はらみ出し長は小さくなる 9)が，そのよ

うな傾向は確認されなかった。これは，前述のとおり，ひび

割れ誘発目地が機能することで，No.2 が No.1 と同様の曲げ

挙動を示したためと考えられる。No.3 の塑性ヒンジ長は No.2
よりも大きく，360mm であった。通常の RC 柱部材では，軸

方向鉄筋の径が大きくなると塑性ヒンジ長は大きくなる 7)が，

本工法で補強した供試体でも同様の傾向が確認された。 
以上より，本実験の範囲においては，本工法で補強された

RC 柱部材の塑性ヒンジ長は，通常の RC 柱部材と同様であ

ることが分かった。 

Table 2 限界状態変位の実験結果と計算結果の比較 
(Comparison between Experimental and Calculation Results of Ultimate Displacement) 
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Fig.5 骨格曲線の実験結果と計算結果

(Experimental and Calculation Results of Load-Displacement Curves) 

Fig.6 各載荷点変位での目開き量分布

(Distributions of Joint Opening Width) 
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（５）軸方向鉄筋のはらみ出しに対するかぶりの拘束効果 
Fig.7 に，No.1 と No.2 において，かぶりのはらみ出しが顕

著となった位置で計測した帯鉄筋と供試体表面の水平ひず

みの各載荷サイクルでの最大値を示す。No.1 では限界状態 2
の 1y 手前の時点でコンクリートおよび帯鉄筋のひずみが増

加しており，この時点でかぶりの拘束効果は減少していたと

考えられる。これに対して No.2 では，補強部の高い曲げ靭

性により，限界状態 2 の 1y 手前の時点においても補強部お

よび帯鉄筋のひずみは小さく，両者が一体となり軸方向鉄筋

のはらみ出しを拘束していたと推察される。そのため，No.1
で耐力が喪失した領域においても安定した曲げ挙動を示し

たと考えられる。一方，Photo 4 に示すとおり,限界状態 3 以

降では，両供試体ともにかぶりが剥落し，帯鉄筋やかぶりの

ひずみが増加していることから，終局時におけるかぶりの抵

抗力は，両供試体で同等であったと推察される。そのため，

終局時の軸方向鉄筋のはらみ出し長から評価される塑性ヒ

ンジ長も，補強の有無に拘わらず同等になったと考えられる。 

 

Ⅳ．変形性能の評価方法の提案 
 本章では，本工法の補強部の特徴を道示の限界状態の評価

式に反映することで，本工法の変形性能の評価方法を提案し，

その妥当性について検証を行った。 

１．道路橋示方書に基づく変形性能の評価方法の提案 
（１）道路橋示方書における限界状態の評価方法 

 平成 29 年度の道示 6)では，式(1)および式(2)によって塑性

ヒンジ長 Lp および限界状態 2 に相当する軸方向鉄筋の引張

ひずみst を算出し，これらを用いて RC 橋脚の限界状態に相

当する変位ls を式(3)により算出することが規定されている。 
 

𝐿𝐿� � ���������𝛽𝛽�����𝜑𝜑 (1) 
𝜀𝜀�� � � � 𝐿𝐿�����𝜑𝜑�����𝛽𝛽����𝛽𝛽������ (2) 
𝛿𝛿�� � � � �𝛿𝛿�� � �𝜑𝜑�� � 𝜑𝜑��𝐿𝐿��� � 𝐿𝐿� 2⁄ �� (3) 

 
 ここで，sy は軸方向鉄筋の降伏強度(N/mm2)，は軸方向鉄

筋の直径（mm），n は軸方向鉄筋のはらみ出しに対する抵抗

を表すばね定数(N/mm2)，s は帯鉄筋の拘束を表すばね定数

(N/mm2)，c0 はかぶりの拘束を表すばね定数(N/mm2)，C は定

数（限界状態 2 の場合 0.025，限界状態 3 の場合 0.035），k は

補正係数で 1.3，yE は降伏変位（mm），ls は軸方向鉄筋の引

張ひずみがst に達するときの曲率（1/mm），y は降伏曲率

（1/mm），h は載荷点高さ（mm）である。 
式(1)および式(2)で用いられる軸方向鉄筋のはらみ出しに

対する抵抗を表す各種ばね定数は，以下により算定される。 
 

𝛽𝛽� � 𝛽𝛽� � 𝛽𝛽�� (4) 
𝛽𝛽� � �����𝐼𝐼� ���𝑑𝑑𝑑���⁄  (5) 

𝛽𝛽�� � ������ (6) 
  

ここで，E0 は帯鉄筋の弾性係数（N/mm2）, Ih は帯鉄筋の断

面 2 次モーメント（mm4）, d’は塑性ヒンジ長を算出するため

の帯鉄筋の有効長さ（mm），s は帯鉄筋の配置間隔(mm)，ns

は d’が最も大きいコンクリート部分に配置される圧縮側軸

方向鉄筋の本数, c0 は軸方向鉄筋の最外面からコンクリート

表面までの距離（mm）である。 
（２）補強後の変形性能の評価方法 

 通常の RC 橋脚では，限界状態 2 における軸方向鉄筋の引

張ひずみの制限値と，終局時の軸方向鉄筋のはらみ出し長か

らなる塑性ヒンジ長の評価において，かぶりの拘束を表すば

ね定数として式(6)が適用される。一方，前述したように本工

法で補強した RC 橋脚では，かぶりが健全である限界状態 2
の時点と，かぶりが RC 橋脚と同様に剥落した後の終局時で

かぶりの拘束効果が異なることが確認されている。そのため，

補強後の変形性能を評価するためには，これらのばね定数を

個別に設定することが必要であると考えられる。 
前述のとおり，補強供試体である No.2 の補強部の損傷過

程をみると，限界状態 2 に到達するまでは，補強部と帯鉄筋

が一体となって軸方向鉄筋のはらみ出しを拘束していたと

考えられる。そのため，この時点での補強部の拘束を表すば

ね定数は，式(5)に示す帯鉄筋のばね定数に準じて設定できる

と考えた。式(5)は，帯鉄筋が両端固定梁として軸方向鉄筋を

拘束するとしたモデル 8)に基づいており，補強部が同様に軸

方向鉄筋のはらみ出しを拘束するモデルを考えた場合，補強

部のばね定数c0’は式(7)により算出することができる。 
 

𝛽𝛽��𝑑 � �����𝐼𝐼� ���𝑑𝑑𝑑���⁄  (7) 

Fig.7 帯鉄筋と供試体表面の水平ひずみ 
(Horizontal Strains of Hoop Reinforcement and Specimen Surface) 

Photo 4 終局時のかぶりの損傷状況 
(Damages of Cover at Failure) 
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ここで，Ec は補強部の弾性係数（N/mm2）, Ic は断面のせい

を補強部のかぶり厚さ，断面の幅を帯鉄筋間隔とした断面 2
次モーメント（mm4）である。 
 一方，No.2 は，終局時には無補強供試体である No.1 と同

様に補強部が剥落し，塑性ヒンジ長も No.1 と同程度であっ

たことから，終局時における補強部の拘束力は通常の RC 橋

脚のかぶりと同程度であったことが推察される。そのため，

塑性ヒンジ長の評価に用いるかぶりのばね定数は，通常の

RC 橋脚と同様に式(6)によるものが適用できると考えられる。 
そこで，式(6)によるかぶりのばね定数を用いて通常の RC

橋脚と同様に塑性ヒンジ長を算定し，かぶりが健全である時

点の補強部の状況をモデル化した式(7)によるかぶりのばね

定数を用いて限界状態に相当する鉄筋引張ひずみを算定し

た上で，道示式によって変形性能を評価する方法を提案した。 
（３）提案する評価方法の精度の検証 
Table 3 に，No.1～No.3 の塑性ヒンジ長および限界状態に

相当する鉄筋引張ひずみを算出した結果を示す。No.1 は道示

による手法，No.2 および No.3 は提案する手法によって算出

した。これらの結果を基に，各供試体の限界状態に相当する

変位を算出した結果を Table 4 に示す。表中の括弧内には実

験結果と計算結果との比率を示す。No.1 の実験結果と計算結

果の比率は 0.75~0.86 であるのに対し，No.2 では 0.78~0.94，
No.3 では 0.80～0.87 であった。このことから，提案する手法

により，道示の手法で評価した No.1 と同等の精度で，No.2
および No.3 の変形性能を評価できていると言える。 
 以上より，塑性ヒンジ長を通常の RC 橋脚と同様に設定し

た上で，限界状態に相当する鉄筋引張ひずみを，かぶりを両

端固定梁としてモデル化したばね定数を用いて算定するこ

とで，本工法で補強された RC 橋脚の変形性能を評価できる

可能性が確認された。 
２．補強部の拘束を表すばね定数の妥当性の検証 

 既往の研究 8)では，正負交番載荷を受ける RC 橋脚を対象

に，幾何学的非線形性を考慮した軸方向鉄筋の塑性座屈解析

によってはらみ出し長を評価することで，帯鉄筋やかぶりに

よる抵抗特性のモデル化の妥当性が検証されており，これら

の研究成果に基づいて道示における限界状態の評価手法が

確立されている。そこで，本研究でも同様の手法により，幾

何学的非線形を考慮した軸方向鉄筋の塑性座屈解析を行う

ことで，前述した補強部におけるかぶりによる拘束効果のモ

デル化の妥当性を検証した。 
（１）解析概要 

 Fig.8 に解析モデルの概要を示す。軸方向鉄筋はファイバ

ー要素，帯鉄筋，かぶりおよびコアコンクリートは各抵抗特

性を表すばね要素とした。解析ケースは，No.1 と No.2 を解

析対象とした 2 ケースとし，かぶりのばね特性を変えること

で各供試体をモデル化した。 

軸方向鉄筋のモデル化する長さは，既往の研究 8)を参考に

して算出した塑性化領域の高さを帯鉄筋間隔の整数倍で近

似し，480mm とした。軸方向鉄筋の応力-ひずみ関係には，

降伏後剛性をゼロとした Menegotto-Pinto モデルを用い，軸方

向鉄筋の高さ方向の要素分割は 5mm とした。 
帯鉄筋は，帯鉄筋の配置位置の軸方向鉄筋要素に引張線形

ばねを 1 本ずつ配置することでモデル化し，式(5)に帯鉄筋間

隔 120mm を乗じた値をばね定数として用いた。 
コアコンクリートは，軸方向鉄筋の内部への変形に抵抗す

る剛な線形圧縮ばねとしてモデル化し，全ての軸方向鉄筋要

素に配置した。 
かぶりは，全ての軸方向鉄筋要素にばね要素を配置するこ

とでモデル化した。No.1 を解析対象としたケースでは，式(6)
に鉄筋要素長を乗じた値 Kc0 をばね定数とする既往の研究 8)

と同様の引張線形ばねを用いた。No.2 を解析対象としたケー

スでは，ばねに作用する荷重が補強部の剥落荷重 Pc に到達

するまでは，式(7)に鉄筋要素長を乗じた値 Kc0’をばね定数と

し，Pc に到達した後は，かぶりの拘束効果が終局時に No.1 と

同じになるように，一定の軟化勾配で Kc0 までばね定数が低

Table 3 塑性ヒンジ長と限界状態に相当する鉄筋引張ひずみ

(Plastic Hinge Lengths and Ultimate Rebar Strains) 
Table 4 限界状態に相当する変位の実験結果と計算結果

(Experimental and Calculated Results of Ultimate Displacements)

ばね定数
計算値
(mm)

実験結果
(mm)

ばね定数
限界状態2

(μ)
限界状態3

(μ)

No.1 360 280 βc0 10478 14669
No.2 360 280 18726 26216
No.3 360 360 16626 23276

実験
ケース

塑性ヒンジ長

βc0

限界状態に相当する鉄筋引張ひずみ

βc0'

実験結果
(mm)

計算結果
(mm)

実験結果
(mm)

計算結果
(mm)

No.1 39.9 29.9(0.75) 45.6 39.1(0.86)
No.2 56.7 44.2(0.78) 63.0 59.0(0.94)
No.3 53.0 42.3(0.80) 63.6 55.6(0.87)

実験
ケース

限界状態2に相当する変位 限界状態3に相当する変位

Fig.8 軸方向鉄筋の座屈塑性解析の概要 
(Outline of Buckling Plasticity Analysis of Longitudinal Bar) 
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下する非線形ばねを用いることで，提案するかぶりのばね定

数の設定方法を再現した。Pc は，両端固定梁でモデル化した

補強部の引張応力度が超高強度繊維補強モルタルの引張強

度ck に到達する時点の荷重とし，既往の研究 8)を参考にした

式(8)により算出した。なお，本実験ではck を直接求めてい

ないため，超高強度繊維補強コンクリートの設計・指針（案）

10)を参考にした式（9）に，材料試験で得られた曲げ強度b を

代入することでck を算出した。 
 

𝑃𝑃� � 2���𝜎𝜎�� ���𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑��⁄  (8) 
𝜎𝜎�� � �𝜎𝜎� � �.5�� 2.59⁄  (9) 

 
なお，ばね定数の軟化勾配は，後述の解析における限界状

態 3 相当時にばね定数が Kc0 まで低下するように，本検討で

は-1/10 Kc0’とした。 
 軸方向鉄筋への載荷は，正負交番載荷の過程で座屈が生じ

ることを踏まえ，引張載荷の後に圧縮載荷を行った。引張載

荷は，既往の研究 8)と同様に軸方向鉄筋の下端で 4%のひず

みが作用する引張ひずみ分布を仮定し，各軸方向鉄筋要素の

接点に鉛直上向きの変位を与えることで行った。圧縮載荷は，

軸方向鉄筋に三角形分布の軸力が作用するように，変位制御

で鉄筋に圧縮ひずみを与えることで行った。境界条件は，軸

方向鉄筋の下端要素を完全固定とし，上端要素は鉛直方向の

変形のみを許容した。なお，軸方向鉄筋にはらみ出しを生じ

させるため，解析モデルの中央で水平方向変位が解析モデル

長の 10-5 となるように放物線分布の初期不整を与えた 8)。 
（２）解析結果 

 Fig.9 に，軸方向鉄筋下端の鉛直反力と上端の鉛直変位と

の関係を示す。図中には，軸方向鉄筋が実験における限界状

態 3 相当時まではらみ出した時点をプロットしている。ここ

で，限界状態 3 相当時とは，実験における限界状態 3 の時点

の帯鉄筋のひずみより，帯鉄筋に作用するはらみ出し力を算

出し，解析における帯鉄筋のばねに作用する力がこのはらみ

出し力に到達した時点として定義した。 
両解析において，軸方向鉄筋のはらみ出しとともに鉛直荷

重の低下が始まった。鉛直荷重の最大値は No.2 の方が大き

いことから，補強部におけるかぶりの拘束によって軸方向鉄

筋のはらみ出しが抑制されていることが確認できる。 
Fig.10 に，Fig.9 の最大荷重時点と限界状態 3 相当時におけ

る軸方向鉄筋の水平変位を示す。ここで，解析におけるはら

み出し長は，はらみ出し量が 0 の点からはらみ出し量が最大

となる点までの高さの 2 倍として評価した。 
No.1 のはらみ出し長の解析結果は，限界状態 2 に相当する

最大荷重時で 290mm，限界状態 3 相当時で 280mm であり，

ほぼ同じであった。また，実験終了後に計測したはらみ出し

長 280mm とほぼ一致することから，本解析によって軸方向

鉄筋のはらみ出し挙動を妥当に評価できていると言える。

No.2 では，最大荷重時点におけるはらみ出し長は 150mm で

あり No.1 よりも短いことから，かぶりの拘束によってはら

み出しが抑制されていることが分かる。これに対し，限界状

態 3 相当時では，ばねの抵抗力が No.1 と同等まで低下する

ことではらみ出し長が大きくなり，実験結果とほぼ同等の

290mm となった。 
以上より，補強部におけるかぶりの拘束効果をモデル化し

たばね特性を用いた No.2 の解析において，限界状態 2 時点

で補強部が軸方向鉄筋のはらみ出しを抑制する挙動と，限界

状態 3以降における最終的なはらみ出し長を評価できること

が確認された。このことから，提案する手法によって塑性ヒ

ンジ長と限界状態に相当する鉄筋ひずみを算出した上で，本

工法で補強された RC 橋脚の変形性能を評価することが妥当

であることが示唆された。 
 

Ⅴ．まとめ 
本研究では，場所打ち可能な超高強度繊維補強モルタルと

ひび割れ誘発目地によって補強した橋脚模型供試体の正負

交番載荷実験を実施し，本工法の補強効果を検証した。そし

て，補強部の挙動に着目して本工法で補強された RC 橋脚の

変形性能の評価方法を提案し，軸方向鉄筋の座屈塑性解析に

よりその妥当性を検証した。得られた結論を以下に示す。 

ａ．本工法は，軸方向鉄筋比が 0.7～1.2%の範囲において，

(a) 最大荷重時 (b) 限界状態 3 相当時

Fig.9 鉛直荷重と鉄筋上端変位の関係 
(Load-Displacement of Longitudinal Bar) 

Fig.10 各段階における軸方向鉄筋のはらみ出し量

(Lateral Deflection of Longitudinal Bar) 
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ロボット上向溶接を適用した鉄骨ノンスカラップ梁端接合部の構造性能 
 

Structural Properties of Robot Welded Beams without a Weld Access Hole 

 

日向 大樹    久保田 淳   澤本 佳和 
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要  約 
 

 近年，可搬型溶接ロボットを用いた上向溶接技術を開発し，併せてその溶接品質も確保できるようになっ

たため，現場接合部においてもノンスカラップ梁の適用が可能となってきた。ただし，CFT 柱にノンスカラ

ップ梁を取り付けた架構の構造性能に関しては既往知見が少ないのが現状である。一方，超高層鉄骨造建物

では CFT 柱と変形性能に優れる梁端拡幅を設けた高性能仕口梁の組み合わせが一般的であるが，梁製作の

生産性には課題がある。そこで，高性能仕口梁に代わる工法として，柱梁接合部内に孔あき鋼板を設けるこ

とで変形性能の向上を図り，梁端拡幅のないノンスカラップ梁の新たな補強工法（以降，ジベル補強）を考

案した。本報では，CFT 柱とノンスカラップ梁架構の構造性能確認実験を実施した結果とジベル補強の効果

について報告する。 
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Ⅰ．はじめに 
これまでの研究により例えば 1，2），鉄骨造建物の梁端スカラ

ップをなくすことによって，架構の耐力や変形性能などの構

造特性が向上することが知られている。このようなノンスカ

ラップ梁架構の適用に際しては，柱または柱梁接合部と梁端

が一体となった部材を工場製作し，現場では梁端溶接を行わ

ないのが一般的である。現場溶接でノンスカラップ梁を実現

するためには，上向溶接により梁下フランジを柱に接合する

方法が挙げられるが，人による溶接での品質確保が難しいこ

とが課題である。これに対し，近年の技術開発により，溶接

ロボットを用いた上向溶接による溶接品質の確保が可能と

なった。ただし，CFT 柱にノンスカラップ梁を取り付けた架

構の構造性能に関する研究は少ないのが現状である。CFT 柱

は鉄骨柱に比べて柱部材の幅厚比が大きい傾向にあること

に加え，ダイアフラムにコンクリート充填用の開口があるた

めダイアフラムの剛性が低く，大地震時には梁端接合部にお

ける柱の面外変形が大きくなることで，梁の構造性能にも影

響することが懸念される。一方，超高層鉄骨造建物では CFT
柱と変形性能に優れる梁端拡幅を設けた高性能仕口梁の組

み合わせが一般的であるが，梁製作の生産性には課題がある。

そこで，高性能仕口梁に代わる工法として，柱梁接合部内に

孔あき鋼板を設けてウェブの応力伝達効率を上げ，さらに柱

の面外変形を抑えることで梁の変形性能を向上させる新た

な補強工法を考案した。 
本研究では，可搬型溶接ロボットによる上向溶接を用い，

CFT 柱に梁端拡幅のないノンスカラップ梁を接合した架構

の基本的な構造性能を把握するため，部分骨組試験体による

正負交番漸増繰り返し載荷（以降，漸増載荷）および定振幅

繰り返し載荷（定振幅載荷）による実験を実施した。さらに，

ジベル補強の有無をパラメータとした実験結果の比較を行

い，その効果を確認した。 
 
Ⅱ．実験計画 

鹿 島 技 術 研 究 所 年 報 
第 68 号 2020 年 12 月 1 日論文・報告用 

１）建築設計本部  Architectural Design Division
２）建築管理本部   Building Construction Management Division 
 
キーワード：上向溶接，溶接ロボット，孔あき鋼板補強  
Keywords：upward welding，welding robot，perforbond leisten 

RC 橋脚の変形性能を約 40%向上する効果が期待でき

ることが確認された。軸方向鉄筋のはらみ出しを補強

部が拘束し，補強部の高い圧縮強度によってコアコン

クリートの損傷が抑制されたことに加え，塑性ヒンジ

長が通常の RC 橋脚と同等であったことが変形性能の

向上に寄与したと考えられる。  
ｂ．本工法で補強された RC 橋脚の変形性能の評価方法と

して，限界状態に相当する鉄筋引張ひずみと塑性ヒン

ジ長を算定する際に用いるかぶりのばね定数を，かぶ

りの拘束状態に応じて個別に設定する方法を考案し

た。また，正負交番載荷実験および塑性座屈解析によ

ってその妥当性を検証し，考案した手法で本工法によ

る補強効果を評価できる可能性を確認した。 
 
 本工法は，これまでの検討で基本的な施工方法が確立され，

本研究において補強効果とその評価方法が検証されたこと

で，耐震補強工法としての基礎的な検討は完了したと考えて

いる。本工法については，従来の耐震補強工法の適用が困難

であった既設 RC 橋脚への適用が期待されており，今後，実

工事を想定した設計，施工に関する検討を進める予定である。 
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Deformation Capacity of RC Pier Reinforced with Castable Ultra-High-Strength  

Fiber-Reinforced Mortar and its Evaluation Method 
 

Takuya Iwamoto, Naoki Sogabe, Shinichi Yamanobe, Satoru Kobayashi, 
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We are developing a seismic retrofitting method that improves the deformation capacity 
of RC piers without increasing the cross-sectional size and weight by replacing the cover of 
the base of the RC pier with ultra-high-strength fiber-reinforced mortar. As a result of 
verifying the effect of improving the deformation capacity of this method by cyclic loading 
tests of RC pier model specimens, it was confirmed that the deformation capacity was 
improved by about 40% by suppressing damage to the core concrete and extrusion of 
longitudinal bars. In addition, we proposed a method for evaluating the deformation capacity 
of RC piers reinforced by this method, focusing on the behavior of the reinforcement in the 
experiment, and verified its validity by comparison with the experimental results and plastic 
buckling analysis of longitudinal bars. We then developed a design method based on the 
Specifications for Highway Bridges.
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